
参考様式１

　　　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

gr-noushin@town.wakuya.miyagi.jp
担当課 電話番号
涌谷町農林振興課 ０２２９－２５－８５１１

sanshin@town.misato.miyagi.jp

計　画　主　体　名 計　画　期　間

みやぎけんわくやちょう、みさとまち

宮城県涌谷町（代表）、美里町 平成２７年度～平成２９年度

美里町産業振興課 ０２２９－５８－２３７４ ０２２９－５８－１２１６
０２２９－４３－６９１１



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

定住等の促進に資する基盤整備の円滑化 １年

設定する目標は計画区域における区画整理事業着手までの年数とし、以下により求
めることとする。

計画区域における区画整理事業着手までの年数（年）＝事業実施後、区画整理事業
の着手までの年数（年）

事業実施期間は、平成２７年度から平成２８年度までの２ヵ年である。
県営農地整備事業の採択年度を平成２９年度と設定しているため、事業活用活性化計画目標を１年とした。

【出来川左岸上流地区】
（事業スケジュール）
平成２７年度　地形図作成、農用地等集団化（事業の内容：１地区内農地等状況調査、４合意形成促進、５地区内アンケート調査）
平成２８年度　農用地等集団化（事業の内容：７地域営農構想作成、１２換地設計基準作成）
平成２９年度　促進計画等審査（国・県）、土地改良法手続、事業採択申請、事業採択（予定）
平成３０年度　県営農地整備事業着手（実施設計等、工事）

（農用地等集団化を農地整備事業採択の前々年度から実施する必要性）
県営農地整備事業の事業採択は平成２９年度、事業着手は平成３０年度を計画している。
農地等状況調査、受益者の意向調査及び合意形成の促進、地域営農構想作成、換地設計基準作成には調整が必要であり、また、事業区域面積が大きく、受益者も多数
いることから、取りまとめには時間を要することが予想されるため、事業採択予定年度の前々年度（平成２７年度）から農用地等集団化を実施する。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

47,437 23,718 50% 23,718

涌谷町

実施期間

平成２７年度394ha

地区名

出来川左岸上流
基盤整備
（⑬地形図作成）

事業実施主体

涌谷町

出来川左岸上流

事業規模等
交付限度額

（千円）

14,473

活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性

　地区の調査、計画、換地作業及び施工のすべてにわたって基本となるべき地形図
を作成することにより、今後予定している農地整備事業を円滑に行うとともに、農業
生産性の向上と農用地の担い手への利用集積の足掛かりとし、農業の振興と定住
等の促進、地域の活性化に寄与するものである。

　農用地等集団化により、農地等の状況、関係農家の意向等を調査し、換地計画策
定のための基準を作成することにより、今後予定している農地整備事業を円滑に行
い、農業の振興と定住等の促進、地域の活性化に寄与するものである。

交付金要望額
（千円）

14,473

9,245

28,947

18,490 9,245

交付額
算定交付率

50%

50%

全体事業費
（千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計

事業内容

地形図作成
（縮尺1/1,000以上
の航空測量（高低
測量に係る地上測
量を含む。）及び図
化）

事業メニュー
名

基盤整備
（⑭農用地等集団
化）

経営体育成促進換
地等調整（１地区
内農地等状況調
査、４合意形成促
進、５地区内アン
ケート調査、７地域
営農構想作成、１２
換地設計基準作
成）

394ha
平成２７年度

～
平成２８年度



Ⅲ　他の施策との連携に関する事項　【該当なし】
（交付対象事業別概要）

事業メニュー名連携する施策名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

生産製造
連携計画

再生可能エ
ネルギー供
給施設整

備

離島振興
計画

輸出促進
条件整備

耕作放棄
地の解消

対策

地域再生
計画

総合化事
業計画

定住自立
圏共生ﾋﾞ

ｼﾞｮﾝ

円 円 円

事業別内容 内　訳 H27 宮城県 40002
涌谷町
美里町

45012 1 1 1
涌谷町
美里町

出来川左岸上流地区 13 地形図作成 9

地形図作成　A＝394ha
（縮尺1/1,000以上の航
空測量（高低測量に係
る地上測量を含む。）及
び図化）

H27 ～ H27 涌谷町 28,947,000 13,241,000 50 14,473,000

2 14 農用地等集団化 10

経営体育成促進換地
等調整　A＝394ha
（１地区内農地等状況
調査、４合意形成促
進、５地区内アンケート
調査、７地域営農構想
作成、１２換地設計基
準作成）

H27 ～ H28 涌谷町 18,490,000 9,245,000 50 9,245,000

3 ～

4 ～

5 ～

6 ～

7 ～

8 ～

9 ～

10 ～

11 ～

12 ～

13 ～

14 ～

合計（Ｆ） H27 宮城県 40002
涌谷町
美里町

45012 1 999 H29 H27 ～ H28 47,437,000 22,486,000 23,718,000

事業活用活性化計画目標等 H27 宮城県 40002
涌谷町
美里町

45012 1 1001 10 1

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） H27 宮城県 40002
涌谷町
美里町

45012 1 2001 47,437,000 22,486,000 23,718,000

②ハード事業 H27 宮城県 40002
涌谷町
美里町

45012 1 1 2002 47,437,000 22,486,000 23,718,000

創意工夫発揮事業 1 2003

附帯事業 1 2004

③ソフト事業 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 1 2007

⑤都道府県附帯事務費 1 2008

総合計（①＋④＋⑤） H27 1 宮城県 40002
涌谷町
美里町

45012 1 2009 47,437,000 22,486,000 23,718,000

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） H27 宮城県 40002
涌谷町
美里町

45012 1 1 2010 47,437,000 22,486,000 23,718,000

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

事業費（ハード） 1

都道府県附帯事務費 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

連携施策
は「１」を記

載

市町村名 地区名

増減
率等

奄美
群島

事　業
メニュー
番　号

全　　体　　計　　画

沖縄
豪雪
地帯

離島
振興

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

実施期間

計画
の

提出
年度

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

ハード
・

ソフト
事業
の

区別
ハード
「１」
ソフト
「２」

整理
コード 事業実施主

体

交付金額

(千円未満切捨）

事業メニュー名
要件
類別
番号

全体事業費

（Ａ）急傾
斜地

都道府県

名称
コード

（地方公共
団体コード
番号（総務

省））

計画主体

名称
コード

（地方公共
団体コード
番号（総務

省））

計画
番号

半島
振興

特定
農山
村

事業活用活性化
計画目標

計画期間
最終年度

目標
番号

連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

山村
振興

地域指定状況

連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

事業内容
及び

事業量

他の施策との連携

連携施策
は「１」を記

載

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

過疎
地域



円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

0 0

地形図作成
A＝394ha
（縮尺1/1,000以上の
航空測量（高低測量
に係る地上測量を含
む。）及び図化）

28,947,000 13,241,000 0 15,706,000 0 100 14,473,000 該当なし 28,947,000 13,241,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

経営体育成促進換
地等調整　A＝394ha
（５地区内アンケート
調査）

2,740,000 1,370,000 0 1,370,000 0 15 1,386,000 該当なし 2,740,000 1,370,000 15,750,000 7,875,000 15,750,000 7,875,000 0 0 0 0 0 0

0 0 31,687,000 14,611,000 0 17,076,000 0 57.5 15,859,000 該当なし 31,687,000 14,611,000 15,750,000 7,875,000 15,750,000 7,875,000 0 0 0 0 0 0

0 0 31,687,000 14,611,000 0 17,076,000 0 15,859,000 該当なし 31,687,000 14,611,000 15,750,000 7,875,000 15,750,000 7,875,000 0 0 0 0 0 0

0 0 31,687,000 14,611,000 0 17,076,000 0 15,859,000 該当なし 31,687,000 14,611,000 15,750,000 7,875,000 15,750,000 7,875,000 0 0 0 0 0 0

0 0 31,687,000 14,611,000 0 17,076,000 0 15,859,000 該当なし 31,687,000 14,611,000 15,750,000 7,875,000 15,750,000 7,875,000 0 0 0 0 0 0

0 0 31,687,000 14,611,000 0 17,076,000 0 15,859,000 該当なし 31,687,000 14,611,000 15,750,000 7,875,000 15,750,000 7,875,000 0 0 0 0 0 0

交付金額

仕入れに係る
消費税相当

額

平成29年度

前　年　度　ま　で

事　業　費

交付金額

(Ｄ)

備　　　考

翌年度以降の累計

交付金額事　業　費 交付金額

平成28年度

事　業　費交付金額 事　業　費

本年度までの累計

交付金額事　業　費

翌年度以降（予定）

事　業　費

平成31年度

そ　の　他

平成30年度

本　年　度

事業内容
及び

事業量

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

年度末
進捗率

(Ｅ)

市町村費

事　業　費 交付金額

都道府県費
交付金額

(千円未満切捨）

事業費


